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１．はじめに 

「震災が発生した場合，地域においてどのような順序で

社会基盤施設を復旧していくべきか」という問いは，公共

主体が直面する最も重要な課題である．施設の復旧を決め

る基本原則は重要性の高い施設から順に復旧するというも

のであるが，その重要度は単に短期的な重要度ではなく，

復旧が長期化した場合に生じる経済的な被害の大きさも反

映されなければならない．また，地震発生により，多数の

施設が損傷した場合，重要性が同程度の施設が多くあると，

それらの交通施設間の復旧の順序を具体的に判断すること

は容易でない．このような状況は，特に都道府県道などの

一般道を復旧する際に起こる問題である．したがって，事

前に個々の交通施設の寸断が引き起こす社会経済への波及

被害を一般道レベルのネットワークの破損に応じて事前に

推定しておき，復旧優先度についてある程度の目安を付け

ておくことが必要になる． 

こうした問題意識に基づく先行研究には，小池・上田・

秋吉(2004)，土屋・多々納・岡田(2003)がある．それらで

は，空間的応用一般均衡(SCGE)モデルを用いて，大規模

地震による当該地域での交通施設損傷がもたらす交通時間

の増大を外的ショックとして与え，その地域経済への影響

を評価しようとしている．しかし，一般にSCGEモデルは，

入力データに産業連関表を必要とするため，都道府県以上

の大きさのゾーンからなる地域に対しての評価しか行えず，

一般道レベルのネットワーク寸断の波及被害までは評価で

きないという問題があった．そこで本研究では，都市圏レ

ベルでの空間的一般均衡モデルを狭域地域経済モデルとし

て開発し，それに基づき一般道レベルの破損という詳細な

事象の経済影響の評価を試みる． 
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２．狭域地域経済モデルの概要 

狭域モデルでは，武藤(2003)をベースにして，図1の社会

経済モデルを想定し，以下の仮定を設けた． 
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図-1 モデルの全体構成 

1) S ゾーンからなる 1 都市圏の閉じた経済空間を想定する． 

2) 経済主体は都市圏に１つ集計的企業が M 種存在し，各

ゾーンに家計，代表的不在地主，代表的建物開発者が存

在する．ただし，家計は都市圏全体で n 世帯存在するも

のとし，ゾーンを選択し立地するものとする． 

3) 財市場，労働市場，資本市場については都市圏に１つし

かないが，建物資本市場，土地市場，建物サービス市場

はゾーンに１つずつあるものとする． 

4) 企業は M 種の中間投入財と労働，資本，建物資本，土

地を投入して，ただ 1 種の財を生産する．企業は利潤最

大化行動をとる． 

5) 家計は企業に資本と労働力を提供し所得を得て，財を消

費し効用を得る．家計は効用最大化行動をとる． 

6) 各市場は完全競争市場であり，長期的均衡状態にあるも

のとする． 

7) 鉄道と道路からなるゾーン間の交通ネットワークが存在

するものとする． 

8) ゾーンごとの居住人口は一定として，外生的に与えられ

るものとする． 

9) 通勤にかかる時間と費用については，家計が時間を負担

し，企業が費用を負担するものとする． 
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2.1 企業の行動モデル 

 企業の行動モデルの概要は以下のとおりである． 
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図-2 企業の行動モデル 

 なお，具体的な定式化は，表-1にまとめて示す． 

 

2.2 家計の行動モデル 

 家計の行動モデルの概要は以下のとおりである． 
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図-3 家計の行動モデル 

 具体的な定式化は，表-2にまとめて示す． 

 

2.3 市場均衡条件 

 本モデルにおける市場均衡条件は以下のとおりである． 

 m m A H G I m
m m m m m

m

a Y x x x x Y′ ′

′

+ + + + =∑  (1) 

 { } ( )m m S T
j j j j ji j ji

j m j i
L T N x t x tδ⎧ ⎫+ = Ω− − +⎨ ⎬

⎩ ⎭
∑∑ ∑ ∑  (2) 

 m
j j S

j m j
K N k=∑∑ ∑  (3) 

 m F
j j

m
A AS=∑  (4) 

 A H
j j jN x AS=  (5) 

ただし， mY ′：m′財の生産量， m
ma ′：中間投入係数， A

mx ：

m財製造企業の不動産サービス投入量， , ,H G I
m m mx x x ：最終

需要を構成する家計，政府，投資の各消費量，

, ,m m m
j j jL K A ：それぞれ総生産要素投入量， m

jT ：企業の業

務交通消費時間 PrT m m T
m j j ji ji

i
a y E t⎛ ⎞=⎜ ⎟

⎝ ⎠
∑ ， jN ： jゾーンの

総家計数， ,F H
j jAS AS ：それぞれ企業，家計への不動産サ

ービス供給量を表す． 
 

３．モデル分析の入出力値 

モデルの入出力について，産業活動や生活の様々な場

面での被害を多様なシナリオとして入出力できるよう検

討している． 

企業部門 

・ゾーン別，産業別 物流コストの変化 

・ゾーン別，産業別 業務交通に係わる時間，費用の変化 

・ゾーン別，産業別(11 産業；農林水産業，鉱業，製造業，

建設，電力・ガス・水道，商業， 

金融・保険，通信・放送，公務，サービス，分類不明)生

産量の変化 

・生産財価格の変化 

家計部門 

・ゾーン別 通勤時間損失 

・ゾーン別 買い物交通等に係わる時間，費用の変化 

・生産財価格の変化に伴う財消費の変化 

・ゾーン別 効用水準の変化 

 

４．おわりに 

本研究では，一般道レベルの破損という詳細な事象の経

済影響の評価のための狭域地域経済モデルを開発した．特

に，別途，開発と適用が進められている交通モデルと整合

的に分析ができる詳細ゾーンでの適用に向けてモデル構造

とデータセットの両面から検討を行い，モデル構築を行っ

た．今後は，詳細ゾーンでの適用を本格的に進めて，様々

な震災シナリオのもとで被害の推定を行う予定である． 
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表-1 企業の行動モデル 
 費用最小化問題 中間財，生産要素投入量 

( )
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配 
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ただし， Fm
jP ：企業の立地選択確率， m

jπ ：企業利潤( m m m
j m j jp y Cπ = − より得られる)， F

jξ ：分配パラメ

ータ， F
Sσ ：代替弾力性パラメータ，
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0m m
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第 

一 

段 

階 

ただし， m m
jz ′− ：m′財の中間投入量， jkt ：ゾーン j k− 間の交通所要時間，PrFm

ji
′：中間投入財の投入先選

択確率， Fmµ ′：貨物マージン(単位中間投入財輸送のために必要な貨物サービス投入量)， Fp ：貨物サービス

価格， mp ′：m′財価格， m
jy ：生産量， 0

ma ：生産容量比率， m
ma ′
：中間投入係数， m

jtc ：生産容量の単位費

用， m
jC ：生産費用． 
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第 

二 

段 

階 

ただし， m
jva ：付加価値投入量， m T

jz −
：旅客サービス投入量(業務交通投入量と解釈できる)，PrTF

ji ：旅客サ

ービス投入目的地選択確率， m
jfc ：付加価値の単位費用， Tp ：旅客サービス価格，w：賃金率，
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ただし，
m
jl ：労働投入量， m

jk ：資本投入量，
m
ja ：不動産サービス投入量，w：賃金率， r：利子率，

F
jh ：ゾーン別業務地代，

j

m
vaη ：効率パラメータ， , ,m m m
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l k aα α α⎡ ⎤+ + =⎣ ⎦  

 



 4

 

 

表-2 家計の行動モデル 
 効用最大化問題 財・サービス消費量 
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1H
H S
S H

S

σ
ρ

σ
−

= ． 

{ } { } { }
1

1 1 11 1 1

1
1 1 1

1 1 1

, ,
max

H A C
i i i

H H A C
i H i A i C i

x x x
V x x x

νν ν νσ σ σβ β β
⎡ ⎤

= + +⎢ ⎥
⎢ ⎥⎣ ⎦

 

( )1s.t. H H A C
H i i i C i ij S jip x h x p x w t rk Mδ⎡ ⎤+ + = Ω− + ≡⎣ ⎦  

1

1 1

1

H jiH
i

H

M
x

p σ

β
∆

= ，

1

1 1

1

A jiA
i H

i

M
x

h σ

β
∆

= ， 

1

1 1

1

C jiC
i

C

M
x

p σ

β
∆

=  

第 

一 

段 

階 

ただし， , ,H A C
i i ix x x ：それぞれ当該期消費，不動産サービス消費および貯蓄， , ,H

H i Cp h p ：そ
れぞれ当該期消費価格，不動産サービス価格および貯蓄価格， , SkΩ ：一家計あたり総利用可

能時間，資本ストック保有量，δ ：一家計あたり平均通勤トリップ数， 1 1 1, ,H A Cβ β β ：分配パ
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i i ix x x ：それぞれ合成財，余暇，総旅客運輸の消費量， Zp ：合成財価格， T iq ：

総旅客運輸一般化価格( { }PrHT
T ij ijj

p w t= + ∑ )， PrHT
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mβ ：分配パラメータ． 
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